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シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委託事業） 

企画提案コンペ募集要項 

 

１ 趣旨 

地域課題解決のため、個人や企業による地域活動や社会貢献活動への参画を後押しする

とともに、個人のノウハウやスキルを地域活動団体の支援につなげるコーディネーターの

育成等を通じて、県内でのプロボノを活用した地域課題解決の自走化や多様な主体による

協働を進める。以上の業務を委託する事業者（以下「事業実施団体」という。）を選定する

ための企画提案を募集する。 

 

２ 応募資格  

  民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人又は法人以外の団体等であって、以下に掲げる事

項をすべて満たすこと。 

（１）委託業務を的確に遂行できる能力を有する者であること。 

（２）業務遂行にあたり、必要な人員体制が整っていることまたは人員体制を整えることが

確実と見込まれること。 

（３）宗教又は政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団の統制の下にある

団体等でないこと。 

（４）県の入札参加資格制限基準（地方自治法施行令第 167 条の４(一般競争入札の参加者の資

格）の規定に基づく）による資格制限を受けていない団体等であること。 

（５）県の指名停止基準に基づく指名停止を、応募書類の受付期間において受けていない団

体等であること。 

（６）県が賦課徴収するすべての県税並びに消費税及び地方消費税についての未納のない

団体等であること。 

（７）事業の実施にあたり、県との打合せなどに適切に対応できること。 

（８）業務内容について守秘義務を遵守できること。 

 

３ 委託内容 

別紙「令和８年度シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委

託事業） 実施仕様書」のとおり。 

 

４ 委託条件 

（１）委託期間   

契約締結日から令和９年３月３１日 

 

（２）委託料   

５，０００千円を上限とする。（消費税含む） 

   ※企画提案書に記載する提案内容については、コンペの対象となる調達に係る予算が

議決され、その予算の執行が可能となることにより、効力を生じる。 

 

５ 応 募 

（１）募集期間 

   令和８年２月１３日（金）～令和８年３月４日（水）１６時まで 

 

（２）提出書類及び部数 

① 応募申請書（様式１）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・正１部・副９部 

② 提案者概要（様式２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０部 

③ 企画提案書（様式３）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０部 
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④ 経費積算見積書（様式４）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０部 

⑤ 誓約書（様式５）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

⑥ 同種又は類似事業の実績の内容がわかるもの（指定様式なし）・・１０部 

⑦ 添付書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・各１部 

ア 定款又は寄付行為（法人格を有していない場合は、規約等これに類する書類） 

イ 登記簿謄本（法人格を有していない場合は、名称、所在地、設立年月日、代表者の氏名及び

住所、目的、資産の総額を記載した書類）（提出の日において発行から３か月以内のもの） 

ウ 納税証明書（２種類：提出の日において発行から３か月以内のもの） 

(ｱ)消費税及び地方消費税に滞納のない証明 

国税所管：税務署（納税証明書「その３の２」若しくは「その３の３」） 

(ｲ)全ての県税に滞納のない証明 

地方税（都道府県）所管：兵庫県内県税事務所が発行する「納税証明書（３）」） 

エ 会社概要等、応募者の概要が分かる書類 

オ 申請日が属する会計年度の前年度の決算書類（事業報告書、貸借対照表及び損益計算書等） 

※ 審査の必要上、後日、追加資料の提出を求める場合がある。 

 

（３）提出方法 

   ① 持参又は郵送により上記（２）①～⑦を令和８年３月４日（水）１６時（必着）まで

に提出すること。 

    ※郵送による場合は、書留郵便等配達記録が残るように郵送すること。 

    ※持参の場合、受付は土日・祝日を除く各日の９時から１６時（１２～１３時を除く）

とする。 

 

（４）提出先 

   〒650-8567 神戸市中央区下山手通５－１０－１ 

兵庫県県民生活部県民躍動課参画協働班 担当 佐々木 

      

（５）内容についての質問等 

① （別紙２）の質問書により、令和８年２月２０日（金）１６時までに電子メールによ

り事務局へ提出すること。 

※電子メールのタイトルを「【質問】プロボノ」とすること。 
② 回答は、令和８年２月２６日（木）までに回答する。（関係者などへの確認を要するた

め期限までに回答できないものは、その旨の連絡をする。） 
 

 

（６）その他 

① 企画提案書等の作成及び提出に要する費用は、全て参加者の負担とする。 

② 提出された企画提案書等は、本企画提案コンペの審査のためにのみ使用する。 

③ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

④ 提出された企画提案書等は、非公開とする。なお、採用された企画提案書、団体名等

については、提案者の承諾を得た上で、一部その概要を公開する場合がある。 

 

６ 審査等 

（１）審査方法 

① 提出書類をもとに、事務局において事前審査を行い、これを通過した者のみ、後日

「シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委託事業）企

画提案コンペ審査会」において内容を審査する。 

② 企画提案コンペ審査会の詳細は、事前審査を通過した団体に対して別途通知する。 



3 

③ 原則として応募者にプレゼンテーションを求める。ただし、応募者多数の場合は、

数社程度まで絞った上で実施する。 

 

（２）審査基準 

審査項目 審査内容 

事業実施体制 ・組織体制、事業計画の妥当性  

事 業 内 容 

「３ 委託内容」 への対応（プロボノ・受援団体の募集、説明会、マ
ッチング、伴走支援、企業啓発訪問、中間支援団体等に対するコーデ
ィネーター育成講座、事業全体の広報、成果報告会の実施、仕様書に
ない提案 等） 

実 績 ・本業務に類似した業務の過去の請負実績 等 

そ の 他 ・予算見積りの妥当性 等 

 

（３）審査結果の通知 

審査結果は採否にかかわらず、参加者全員に対して、書面により通知する。 

 

（４）審査対象からの除外（失格事由） 

  ① 「２ 応募資格」に該当しない場合 

② 要項に違反又は著しく逸脱した場合 

③ 選定委員等に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

④ 応募提案書類に虚偽の記載を行った場合 

⑤ その他選定結果に影響を及ぼす恐れがある不正行為を行った場合 

 

（５）採択の取り消し 

   提出した書類に虚偽の内容が記載されていたことが発覚した場合は、採択を取り消す

場合がある。 

 

７ 委託契約の締結 

（１）県は、選定された事業を提案した事業実施団体と提案事業の実施方法等について協議・ 

調整を行う。この際、双方で確認の上、提案内容に修正・変更を加える場合がある。 

（２）契約形態は、精算条項を設けた概算契約とし、契約条項は県民躍動課において示す。 

（３）契約の相手方となる事業者等は、兵庫県財務規則第 100条第１項の規定に基づき、契 

約保証金として契約金額の 100分の 10以上の額を、契約締結前に納付する。 

ただし、同項の各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免除することがある。 

 

８ 契約の解除 

（１）委託契約に記載の条項に違反があったときは、契約の一部又は全部を解除し、委託料

の支払いをしない、もしくは支払った委託料の一部又は全額の返還が必要となる場合があ

る。 

（２）上記（１）により契約を解除した場合は、損害賠償又は違約金を求める場合がある。 

 

９ 事業報告等 

（１）委託事業終了後は、事業実績報告書を県に提出する。 

（２）事業実施の進捗状況については、上記以外にも随時報告を求める場合がある。 
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10 委託料の支払い 

（１）委託料は原則精算払いとし、事業終了後に提出される実績報告書に基づき、契約書に 

定められた内容に適合していることなどを確認したうえで支払う。 

（２）上記にかかわらず、事業の遂行上必要と認める場合は、前金払いを行うことができる。

前金払いの金額は県が決定する。なお、実際に事業に要した経費が前金払いをした金額

を下回った場合は、既支払額との差額について、返還を求める。 

（３）委託契約の内容どおりの事業執行が認められないなど、県が必要と認めるときは、委 

託料を変更する場合がある。 

 

11 留意事項 

（１）著作権等 

① 本業務により制作されるコンテンツ、システム、マニュアル等の著作権は兵庫県に帰

属することとし、兵庫県は加工及び二次利用出来ることとする。 

② 著作権・肖像権に関して、権利者の許諾が必要な場合は、事業実施団体は必要な権利

処理を行うものとする。なお、著作権・肖像権等に関して何らかのトラブルが生じた

場合、事業実施団体の責任において処理するものとする。 

 

（２）契約不適合責任 

① 契約不適合責任は、検収合格日から１年とする。 

② 検収合格日より１年間にセキュリティ上の問題等のプログラム修正が発生した場合

は、事業実施団体が更新作業を行うこと。 

 

（３）その他 

① 事業実施に際しては、企画提案書中の全ての提案が採用されるものではない。県と事

業実施団体との協議によって、事業内容の変更を行う可能性がある。また、契約書及

び仕様書並びに採択された企画書に記載のない事項や、新たな事項が生じた場合には、

県民躍動課と協議し、その指示に従うこと。 

② 事業実施団体は、本事業が兵庫県との委託契約に基づく公的事業であることを十分認

識し、適正な事業及び経費の執行に努めることとする。 

③ 本事業の経理を明確にするため、帳簿や通帳口座を本事業単独で作成する等、事業実

施団体が実施している既存事業の経理と明確に区分して会計処理を行うこと。 

④ 事業実施に際しては、県民躍動課と連絡を密にして業務にあたり、業務の進捗状況に

ついては、県民躍動課と協議し、その指示に従うこと。 

⑤ 業務全般を統括できる業務責任者を置き、その者を通じて必要時に連絡・協議が行え

る体制とすること。 

⑥ 事業実施団体は、実績報告書の記載内容が確認できる書類（会計関係帳簿類、通帳等）

を事業終了後５年間保存すること。 

⑦ 機密の保持 

事業実施団体は本業務を通じて知り得た情報を契約以外の目的に利用し、第三者に

提供してはならない。また、本業務に関して知り得た情報の漏洩、滅失、毀損の防止、

その他適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。契約終了後もまた同

様とする。 

⑧ 個人情報の保護 

事業実施団体は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合、個人情報の保護に

関する法律及び関係法令を遵守しなければならない。 

⑨ 再委託 

本業務の全部又は主体的部分（総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分）を一

括して第三者に委任し、又は請け負わせること（以下「再委託」という。）はできない。 
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また、本業務の一部を再委託してはならないが、あらかじめ再委託の相手方の住所、

氏名及び再委託を行う業務の範囲等を記載した再委託の必要性がわかる書面を県に提

出し、県の書面による承認を得た場合は、県が承認した範囲の業務を第三者（以下「承

認を得た第三者」という。）に再委託することができる。 

なお、再委託をする場合は、再委託した業務に伴う承認を得た第三者の行為について、

受注者は県に対し全ての責任を負うものとする。 

⑩ 本事業については、事業終了後も含めて、兵庫県監査委員等の検査対象となる場合が

あるため、事業実施団体は、検査対象となった場合は検査に協力すること。 

⑪ 令和８年度に県が同事業を実施する場合、県及び令和８年度の事業受託者に対して、

必要となる情報提供・引継等を遺漏なく行うこと。 

⑫ この募集要項に記載する内容については、コンペの対象となる調達にかかる予算が議

決され、その予算の執行が可能となることにより、効力が生じる。 

 

12 事務局 

兵庫県県民生活部県民躍動課参画協働班 

〒650-8567 神戸市中央区下山手通５－１０－１ 

電話：０７８－３６２－３９９６ ＦＡＸ：０７８－３６２－３９０８ 

メール：kenminyakudou@pref.hyogo.lg.jp 

 

 

13 参考（今後のスケジュール） 

 ・募 集 期 間 令和８年２月１３日（金）～令和８年３月４日（水）16時 

 ・プレゼンテーション審査 令和８年３月２３日（月）（予定） 

 ・受 託 者 決 定 令和８年３月下旬 

 ・契 約 本事業は、地域未来交付金を財源として実施する予定であることか

ら、国の交付決定を受けた後に委託契約を締結するものとする。 

  

mailto:kenminyakudou@pref.hyogo.lg.jp
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（別紙２） 

シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委託事業） 

企画提案コンペ質問書 

 

 

件  名 

 

 

 

 

 

質問内容 

 

 

 

 

 

質 問 者 

団 体 名  

担当者名  

電話番号  

E - m a i l  

 

〔 提出期限：令和８年２月２０日（金）１６時 〕 

 

（提出方法：メール） 

メール：kenminyakudou@pref.hyogo.lg.jp   

※メールのタイトルを「【質問】プロボノ」とすること 
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（様式１） 

 

シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委託事業） 

企画提案コンペ応募申請書 

 

令和   年   月   日 

 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦  様 

 

住 所 

事業者の名称 

代表者職氏名 

電 話 （     ）     －     番 

電子メール 

 

 

シビック・リンク・プロジェクト（プロボノによる地域課題解決支援委託事業）企画提案

コンペ募集要項に基づき、下記のとおり関係書類を添えて応募します。 

 なお、同要項「２ 応募資格」に規定する応募資格を全て満たしていることを誓約しま

す。 

 

記 

 

１ 提案者概要（様式２） 

２ 企画提案書（様式３） 

３ 経費積算見積書（様式４） 

４ 誓約書（様式５） 

５ 同種又は類似事業の実績の内容がわかるもの 

６ 添付書類 

□ 定款又は寄付行為（法人格を有していない場合は、規約等これに類する書類） 

□ 登記簿謄本（法人格を有していない場合は、名称、所在地、設立年月日、代表者の氏名及び

住所、目的、資産の総額を記載した書類）（提出の日において発行から３ヵ月以内のもの） 

□ 消費税及び地方消費税に滞納がないことを証する書類（税務署所管） 

□ 全ての県税に滞納がないことを証する書類（兵庫県内県税事務所所管） 

□ 会社概要等、応募者の概要が分かる書類 

□ 申請日が属する会計年度の前年度の決算書類（事業報告書、貸借対照表、損益計算書等） 
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（様式 2） 

提 案 者 概 要 

提案者名：                     
 

本社の所在地 
〒 

 

担当者 

所属・氏名  

連 絡 先  

E - m a i l 
 

※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。 

創 立 年 月 日  

法 人 化 年 月 日    年   月   日  ※ 法人化していない場合は記載不要です。 

業 種  

従 業 員 数 人 （うち正社員      人） 

労働保険等の加入状況 
労働保険（加入・非加入）   社会保険（加入・非加入） 

※ それぞれについていずれかを○で囲んでください。 

主 な事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

関連・類似事業の実績 

（過去３か年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【記入にあたっての注意事項】 

枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式（Ａ４サイズ）で別紙として作成してください。 
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（様式３） 

企画提案書 

 
                             提案者名            
 

１ 実施体制 

※次に示す内容が分かるよう記載してください 

・事業実施体制、事業計画、業務スケジュール 

・類似業務の実績 

 

 

 

 

 

 

２ 事業内容 

※「実施仕様書」の「事業内容」に示す業務について、それぞれどのように取り組むか等について記

載してください。仕様書に記載がない事項であっても本事業がよりよくなると考えられる取組の

提案があれば記載してください。 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

 

※上記以外で PRしたいことがありましたら、記入してください。 

【記入にあたっての注意事項】 

この様式以外で作成しても構いませんが、Ａ４（縦）版で作成してください。図表を添付しても差し支えあ

りません。  
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（様式４） 

経費積算見積書 
 

提案者名：                     
 

（単位：円） 

費 目 積算内訳 （単価 ・数量等 ） 見 積 金 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 計   (A)   

消 費 税 

(B)=(A)×消費税率 

  

合 計 

(C)=(A)+(B) 

  

【記入にあたっての注意事項】  

（１） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイルで作成した経費積算見積書でも差し支えありません。 

（２） 費目ごとに計上する見積金額は全て税抜き金額としてください。 

（３） 「費目」欄は、旅費、謝金、消耗品等の名称を記入してください。 

（４） 「積算内訳」は可能な限り、積算根拠（数量、単価等）を明示してください。 

（５） 消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨を記載してください。 

（６） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。 
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（様式５） 

誓 約 書 

  

令和   年   月   日 

 

兵庫県知事 齋 藤 元 彦    様 

 

（申請者） 

事業者の名称 

代表者の職・氏名 

電 話 （     ）     －      番 

電子メール                   

 

 

暴力団排除条例（平成２２年兵庫県条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴

力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。 

 

記 

 

１ 条例第２条第１項に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しない

こと。 

２ 暴力団排除条例施行規則（平成２３年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に

規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。 

３ 契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、前二 

項に該当する者をその受託者としないこと。 

４ 上記１、２及び３に違反したときには、本契約の解除、違約金の請求その他県が行う

一切の措置について異議を唱えないこと。 


